	建築金物製造業


需要面で大きな影響を与える建築着工は、リーマン・ショックの影響により平成21年に大幅な減少を記録し、新設住宅は100万戸を割り込んだ。22年以降、増加傾向に転じたものの、受注金額は横ばいか若干の減少傾向が続いている業者が多い。
東日本大震災の影響については、発生の23年３月以後の数ヵ月は一部では仮設住宅向けの需要増加がみられたものの一時的なものであり、復興に向けての本格的な需要増加はまだ発生していない。また、26年４月からの消費税率上昇前の駆け込み需要により、受注が増加している業者も見受けられる。
こうした厳しい状況のもと、高齢者対応製品や防犯機能を強化した製品、太陽光発電システム向け製品の展開、物流施設の整備などにより、収益の確保を図っている。
業界の概要　

建築金物は、建築物及びその付属物に使用される金物の総称である。品目としては、錠前（ドアロック）、蝶番（丁番）、ドアクローザー（ドアチェック）、フロアヒンジなどの建具金物やレールなどの窓用金物、手すりなどが典型である。広義としてはインテリア金物など様々な品目が含まれる。

建築金物の需要は、住宅やビルなどの建築着工により大きく影響を受ける。ただし、建築金物は施工の最終段階で取り付けられる製品が多く、受注動向は建築着工から半年程度遅れるといわれている。

建築金物メーカーの多くは自社ブランドを持っており、プレス加工、切削、組立などの生産工程を自社内で行い、メッキなどの工程では外注を利用する業者が多い。また、錠前、蝶番など、特定製品群の生産に特化している業者が多い。

販路は、代理店や特約店といった卸売業者に販売し、そこから建築業者や住宅メーカー、サッシメーカーに納入するというのが一般的である。25年３月に期限を迎えた中小企業金融円滑化法の影響により、経営体制のぜい弱な卸売業者の倒産などが発生しており、金融機関からの借り換えが行えた卸売業者においても今後の経営環境次第では、資金繰りが悪化する可能性があり、今後の販売先が減少することを懸念する業者もある。
また、ＤＩＹ(ドゥ イット ユアセルフ)市場の伸長に伴って、ホームセンター業界などの量販店への直接販売や、インターネット販売による消費者への直接販売を行うメーカーも増加している。
大阪の地位　
23年における大阪府内の事業所数は、「錠、かぎ」が22、「建築用金物」が140である。製造品出荷額はそれぞれ50億円、463億円で、あわせて513億円である。

全国に占めるシェアは、事業所数では、「錠、かぎ」が14.3％(全国第１位)、「建築用金物」が24.0％（全国第１位）で、製造品出荷額では、それぞれ7.5％（三重県、埼玉県に次いで全国第３位）、27.6％（全国第１位）である（経済産業省『平成23年工業統計表（品目編）』、従業者４人以上）。「錠、かぎ」と「建築用金物」の製造品出荷額の合計では全国シェア21.9％（全国第１位）となっている。14年と比較すると、「錠、かぎ」と「建築用金物」の全国シェアは、事業所数が3.2ポイント、製造品出荷額が2.8ポイント低下している。
府内における集積地は、大阪市生野区、平野区、東住吉区などの大阪市内の南東部から東大阪市、八尾市にかけての一帯である。

受注金額は横ばいから微減のところが多い

建築着工は、21年にはリーマン・ショックの影響を受けて前年比３割近い減少となった。その後、22年以降は増加傾向に転じたものの新設住宅は100万戸を割り込んでいる。
また、23年３月に発生した東日本大震災の影響については、発生直後の数ヵ月には一部では仮設住宅等向けの受注増加がみられたものの、本格的な復興需要による受注増加はまだ発生していない。

26年４月からの消費税率上昇前の駆け込み需要については、25年初秋の段階において、受注金額が増加しているという業者も見受けられる。
受注数量は、横ばいからやや増加で推移しているものの、コストダウン要請などによって既存製品単価の低下傾向が続いている業者が多い。製品の単価低下に対して、多くの業者では高齢化社会という視点からのバリアフリー対応の新製品や防犯意識の高まりに対応した防犯機能を高めた新製品などを投入し、受注金額の下支えに努めている。また、単価が低下した製品などについては、海外への生産委託や、海外での工場設立とそこからの輸入により対応している業者もみられる。
円安などの影響を受け収益は悪化

24年後半からの円安傾向により、ステンレスや鋼材をはじめ各種材料調達価格が上昇している。

加えて、電気料金値上げがあり、製造原価が上昇している業者が多い。
これに対して、経費の増加分をすべて製品価格に転嫁することは難しいこと、また、製造工程の合理化などによる経費削減の余地は少なくなっていること、海外からの輸入についても円安で価格上昇していることなどから、収益の悪化した業者が多い。
物流面などで設備投資に動き

設備投資は更新投資程度という状況であるが、一部には、大型で重量物である建築金物の取扱いを止める物流業者も現われており、この影響を受けて、需要地に近い地域への生産や物流拠点を増設する動きがみられる。こうした経営環境の変化に対応する動きは、業績に影響するものと考えられることから、投資能力のある業者とそうでない業者の業績の格差が大きくなる可能性がある。

雇用は横ばい

現状は、従業員数の過剰感、不足感とも感じている業者は少ない。ただ、全社の従業者数は変えないものの、マーケティングや営業、開発部門の従業者数を増加させるなど、重点部門の拡充を図っている業者も多い。また、新規卒業者採用を再開し、従業員の高齢化傾向に歯止めをかけることとした業者もある。その一方で、雇用しても早期退職する若年層が多く、退職者の再雇用で従業員を確保している業者もある。

海外への取り組みは様々
中国などの海外での工場設立を行うなどにより、海外からの仕入れを増加するという業者がある一方、現状、中国へ生産委託しているが、中国の人件費上昇や、政治的不安定の可能性などから、東南アジア地域での委託先開拓や、日本国内への生産回帰などを検討している業者もみられる。

また、貿易部を設立し、東南アジア、中近東や中南米といった海外市場開拓を図る業者もみられる。
新製品開発においては外部との連携が増加
新製品開発については、ポリカーボネートメーカーの協力を得た軽量な引き戸の開発、電機・電子メーカーと提携した電子カードキーの開発など、他業種との連携がみられる。また、マンションのリフォーム市場への対応として、営業やインターネットを活用して使用者の声を聞くことで、使い勝手のよいサイクルスタンドの開発を行う業者もみられ、外部との連携で、新製品開発に取り組む業者が増加している。
今後の見通し

リーマン・ショックにより、経営体質のぜい弱な業者の廃業などによる退出が多くみられた。また、新規参入も少なく、競合については、当面は現在の状況が継続すると考えられる。

需要については、現状では、建築着工の大幅な増加による受注拡大は期待しにくいという業者が多い。
短期的には、26年の消費税上昇による減少が懸念される一方、中長期的には、東日本大震災の復興需要の本格化、32年の東京オリンピック開催に伴う需要増加に期待する業者もみられる。

（木村　和彦）
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錠、かぎ

（百万円）

建築用金物

（百万円）

合計

（百万円）

伸び率

（％）

全国シェア

（％）

平成14年 11,040 52,979 64,019 -6.9 24.7

15 13,648 51,441 65,089 1.7 25.5

16 13,753 51,176 64,929 -0.2 25.0

17 13,872 49,646 63,518 -2.2 23.0

18 13,890 50,010 63,900 0.6 23.1

19 12,345 47,289 59,634 -6.7 21.4

20 12,509 41,086 53,595 -10.1 20.2

21 3,560 40,861 44,421 -17.1 20.3

22 3,124 39,697 42,821 -3.6 20.0

23 5,020 46,314 51,334 19.9 21.9

資料：経済産業省『工業統計表（品目編）』

（注）従業者４人以上の事業所。

図表２　建築着工の推移（全国）

床面積

（千㎡）

伸び率

（％）

戸数

（戸）

伸び率

（％）

平成14年 172,344 -4.8 1,151,016 -1.9

15 173,096 0.4 1,160,083 0.8

16 181,505 4.9 1,189,049 2.5

17 186,058 2.5 1,236,175 4.0

18 188,875 1.5 1,290,391 4.4

19 160,991 -14.8 1,060,741 -17.8

20 157,411 -2.2 1,093,519 3.1

21 115,486 -26.6 788,410 -27.9

22 121,455 5.2 813,126 3.1

23 126,509 4.2 834,117 2.6

24 132,609 4.8 882,797 5.8

資料：国土交通省『建築着工統計調査』



全建築物 新設住宅
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